PD問題についてのアンケート調査結果の報告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名大理　平島　大

　　短期研究会に先立って、研究会における議論の材料とするために新旧の物性グループ事務局によってPD問題に関するアンケート調査が行われた。物性グループに属する約１９０グループにアンケートをお願いし、４９グループから回答をいただいた。

　　アンケートでは、

　０．過去5年間の博士学位取得人数

　１．過去5年間のPD雇用の有無

　　　PD雇用の経験がある場合、　資金、雇用期間、PDとしての雇用回数

　　　　　　　　　　　　　　　　雇用終了後の進路

　２．PD応募者あるいは候補者の人数など

　３．PD問題についての自由回答

　４．（科学技術振興調査費による）テニュアトラック制度についての意見

を調査した。

　　回答していただいた４９グループでは、５年間に１３４名が学位を取得し、１０６名のPDを雇用している。1名以上のPDを雇用したことがあるグループは４９グループ中、３６グループであった。
　　雇用資金については、学振によるPD（特別研究員）の数が近年減少しており、それを補充するように科研費による雇用が増加している。また、各大学・機関の経費（運営交付金など）による雇用もかなりの割合を占めている。PDの総数はここ５年間では顕著な変化はない（単調に増加していることはない）。
　　雇用終了後の進路や公募の際の応募者数などからは、物性グループにおいてPDがきわめて過剰となり危機的な状況にあることを示す結果は得られていない。おそらくは、他の分野に比べればまだ問題は危機的ではない可能性が高い。しかしながら、このアンケートのデータ数が少なく全体の状況を正確に反映したものとなっていない可能性もある。事実、自由回答欄に寄せられた意見には深刻なPD問題の存在を指摘するものが多かった。学位取得者あるいはPDに対してアカデミックポスト以外の就職を促すための環境作り（ネットワーク作り）を進めるべきであるという意見が多かった。
　　今回の調査では、雇用されたPDについてのみの調査を行ったが、今後各グループにおける学位取得者の進路調査なども行い、より広範囲のPD問題の実態の把握に努める必要もあるかもしれない。なお、アンケート調査結果の詳細は、物性グループウェブページに掲載する予定である。

